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 363件　　　うち、１者応札案件　49件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

4 件　　うち、１者応札案件　3件

（抽出率　1％） （抽出率　6％）

契約の相手方が公益社団法人等の案件

（抽出率　50％）

1 件　　うち、１者応札案件　０件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

1 件　　うち、１者応札案件　１件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

1 件　　うち、１者応札案件　１件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

1 件　　うち、１者応札案件　１件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

(2)低入札価格調査を行った業務（１件）について、

・低い価格であっても落札しようとする事情として、何が想定される

のか。

・一般的に、建設コンサルタント業務の経費は技術者等の

人件費の占める割合が高いことから、無駄なく稼働させる

ために、適正な価格を引き下げても仕事を受注することが

考えられる。

委員からの意見・

質問、それに対す

る回答等

　

・平成２１年度からの契約に関し、競争性の確保について

当委員会において審議するための具体的な改善方策とし

て、①契約状況の報告様式を一部改めて、１者応札の契約

や公益法人を相手方とする契約を簡潔に表示し、審議案

件の抽出にあたっては重点的に抽出ができるように改め

る。　②再度入札における一位不動の状況について、新た

な様式によって説明する。

（1)再度入札における一位不動状況について 　

・再度入札において契約の透明性・公平性が図られている

の否かを審査する資料として作成しているが、新たに様式

を定めた経緯等を確認のうえ報告する。
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（ホームページ掲載日：平成２１年9月4日）
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委員

（特記事項）　　　　　なし

１件
業務 指名競争：簡易公募型

物品役

務等 １件
一般競争

2件

件

内

訳

抽出案件

審議対象案件

開催日及び場所

審議対象期間

５件

意見・質問 回答等

一般競争
0件

0件
随意契約

工事
抽

出

案

２．審議事項に於ける意見等

1. 審議前に求められた説明事項

・入札・契約手続きの見直しに係る入札等監視委員会での審議の

改善策について

・「再度入札における一位不動状況」の報告は、再入札の何を問

題点として審議するために報告を行うのか。

・落札者の経営状況を聞き取り調査を行った「保証事業会社」と

は、金融機関なのか保証機関なのか。

　

・落札者の経営状況を把握している保証機関である。



・低入札に該当しないのか。

該当なし

委員会による

意見の具申又

は勧告の内容

(3)抽出事案：中海干拓事業弓浜工区工事用道路設置（その２）工

事について

・９社への入札参加通知に対して４社が辞退した理由は。

(4)抽出事案：弓浜半島地区農業水利事業米川用水路整備（夜見工

区）工事について

・随意契約の理由として、老朽化した水道管への影響が、前年度工

事との瑕疵担保責任が不明確となるためとしているが、水道事業者

との事前協議において状況が把握できたのではないのか。

(6)抽出事案：平成２１年度一般定期健康診断等の業務請負単価契

約について

・公益財団法人との１者応募の契約であり、どのようにして競争性

を確保してきたのか。

・役務等については、予定価格が1,000万円を超えるもの

を低入札価格の調査の対象としており、この契約は該当し

ない。

・管内の国営事業所が年度初めから工事を発注するため

に必ず行うべき業務であり、調査項目が膨大なことから、管

内で受注体制が整った処としては二つの財団法人がある。

特殊な調査業務であり、年度初めに調査に着手する必要

から、参加表明書を提出した１者との入札となった。

・他の受注工事を抱えていて技術者の確保ができないため

に辞退した事業者が多いと聞いている。

・水道事業者との協議においては矢板工法に問題はなかっ

たことから、工期も十分にとって施工したが、発注後の試掘

時点において水道管の老朽化が判明し、漏水等に備える

対策が必要となったことから、単年度での竣功ができなくな

り、鋼矢板を打ち込んだ工事と引き抜く工事を別々の業者

が施工すれば、水道管に損傷が生じた場合の責任の所在

が不明確となる恐れがあることから、予決令第102条の4第

4号により、現に履行中の契約者以外の者に履行させるこ

とが不利な場合と認め、随意契約とした。

(5)抽出事案：平成２１年度建設資材価格実態調査業務につ

いて


